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資料⑤



○栗東市役所

栗東市
R6年度調査

全国（市町村）

R5年度調査

全国（市町村）

1 1　 組織運営体制等 100.0% 86.9% 85.6%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 87.5% 86.9%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 91.1% 89.8%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 72.7% 70.5%

5 2-(4)　地域ケア会議 76.9% 70.3% 69.3%

6 2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 66.7% 72.7% 71.7%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 86.9% 86.5%

■レーダーチャート

○非該当項目

⇒個別ケア会議、圏域ケア会議、市域レベルのケア会議とも個別事例を元に掘り下げた内容で開催しているため、公表しておりません。

⇒栗東市として、本人とケアマネジャーとが作成するケアプランを基本と考えており、現時点ではセルフマネジメントを推進していません。

Q73　利用者のセルフマネジメントを推進するため、介護予防手帳などの支援の手法を定め、センターに示しているか。

Q69　センター主催及び市町村主催も含めた、地域ケア会議の検討内容をとりまとめて、住民向けに公表しているか。

Q55-1　地域の医療・介護・福祉等の関係者に、策定した地域ケア会議の開催計画を周知しているか。

Q71　自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関する市町村の基本方針を定め、センターに周知しているか。

⇒高齢福祉に関する会議は数多くあり、それぞれが地域ケア会議の機能を持っています。会議毎にはその目的や開催計画を示していますが、それら会

議全体の開催計画は示していません。

⇒令和５年度に地域包括支援センターの主任ケアマネジャーと市内のケアマネジャー、介護保険係で作成され、令和６年９月のケアマネジャー連

絡会で周知させていただきました。

Q59　センター主催の個別事例について検討する地域ケア会議に参加しているか

⇒個別ケア会議には参加していませんが、圏域ケア会議における個別事例検討については参加しています。



○栗東地域包括支援センター

栗東地域包括支

援センター

R６年度調査

滋賀県（センター）

（参考）R５年度調査

滋賀県（センター）

1 1   組織運営体制等 100.0% 87.8% 87.5%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.6% 95.2%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 90.5% 87.8%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 84.6% 88.1%

5 2-(4)　地域ケア会議 88.9% 80.9% 83.2%

6 2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 60.0% 76.3% 83.1%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 88.9% 90.5%

■レーダーチャート

○非該当項目

⇒書面での情報提供はしていませんが、会議後には電話等で継続的に情報共有を図っています。

⇒令和５年度時点では、市より基本方針が示されておらず非該当。（令和６年度から実施）

⇒栗東市として、本人とケアマネジャーとが作成するケアプランを基本と考えており、現時点ではセルフマネジメントを推進していません。

Q55　センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項をまとめ、参加者間で共有しているか。

Q58　自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、市町村から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居宅介護支援事業

所に周知しているか。

Q60　利用者のセルフマネジメントを推進するため、市町村から示された支援の手法を活用しているか。



○栗東西地域包括支援センター

栗東西地域包括

支援センター

R６年度調査

滋賀県（センター）

（参考）R5年度調査

滋賀県（センター）

1 1   組織運営体制等 94.7% 87.8% 87.5%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.6% 95.2%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 90.5% 87.8%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 84.6% 88.1%

5 2-(4)　地域ケア会議 88.9% 80.9% 83.2%

6 2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 60.0% 76.3% 83.1%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 88.9% 90.5%

■レーダーチャート

○非該当項目

Q18　センターに在籍する全ての職員に対して、センターまたは受託法人が、職場での仕事を離れての研修（Off-JT）を実施しているか。

⇒ ×で回答していましたが、法人が実施している研修会に参加されているため該当。

⇒書面での情報提供はしていませんが、会議後には電話等で継続的に情報共有を図っています。

⇒令和５年度時点では、市より基本方針が示されておらず非該当。（令和６年度から実施）

⇒栗東市として、本人とケアマネジャーとが作成するケアプランを基本と考えており、現時点ではセルフマネジメントを推進していません。

Q55　センター主催の地域ケア会議において、議事録や検討事項をまとめ、参加者間で共有しているか。

Q58　自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、市町村から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居宅介護支援事業所に周

知しているか。

Q60　利用者のセルフマネジメントを推進するため、市町村から示された支援の手法を活用しているか。



○葉山地域包括支援センター

葉山地域包括支

援センター

R６年度調査

滋賀県（センター）

（参考）R５年度調査

滋賀県（センター）

1 1   組織運営体制等 100.0% 87.8% 87.5%

2 2-(1) 総合相談支援 100.0% 95.6% 95.2%

3 2-(2) 権利擁護 100.0% 90.5% 87.8%

4 2-(3) 包括的・継続的ケアマネジメント支援 100.0% 84.6% 88.1%

5 2-(4)　地域ケア会議 100.0% 80.9% 83.2%

6 2-(5)　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援 60.0% 76.3% 83.1%

7 3　事業間連携（社会保障充実分事業） 100.0% 88.9% 90.5%

■レーダーチャート

○非該当項目

⇒令和５年度時点では、市より基本方針が示されておらず非該当。（令和６年度から実施）

⇒栗東市として、本人とケアマネジャーとが作成するケアプランを基本と考えており、現時点ではセルフマネジメントを推進していません。

Q58　自立支援・重度化防止等に資するケアマネジメントに関し、市町村から示された基本方針を、センター職員及び委託先の居宅介護支援事業所に

周知しているか。

Q60　利用者のセルフマネジメントを推進するため、市町村から示された支援の手法を活用しているか。


